






今日の環境問題の多くは，私たちの日常の生活や事業活動を原因とするものです。

これまでのような大量生産・大量消費・大量廃棄を続けていけば，地球温暖化問題や

廃棄物問題を始めとする環境の制約に直面し，私たちの生存と活動の基盤である環境

を破壊してしまうことになりかねません。�

こうした事態を避けるためには，私たちのライフスタイルや社会経済活動のあり方

など，社会全体の仕組みを環境に配慮したものに変えていくことにより，社会そのも

のを持続可能なものとしていくことが必要です。�

県では，こうした持続可能な社会を実現するため，「環境にやさしい広島づくりと

次代への継承」を基本理念として環境施策に取り組んでいます。�

特に，平成14年度からは，県民，事業者，行政などの全ての活動を環境に配慮し

たものに変革していくために必要な基盤づくりを進めるため，「取組みの環（わ）づ

くり」，「資源循環の環（わ）づくり」，「共生の環（わ）づくり」という3つの環づくり

を積極的に展開していくこととしています。�

本編が，環境問題についての関心を高め，持続可能な社会づくりに向けた具体的な

行動の参考となれば幸いと考えます。�

�

平成14年10月�

環境白書（概要版）の�
刊行にあたって�
� 広島県知事�藤　田　雄　山�

forest
この冊子は，「広島県環境白書（平成14年版）」を要約したものです。
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1 今日の環境問題
私たちを取り巻く自然環境は，大気・水・土壌・生態系

の微妙なバランスによって成り立っています。

他方，今日の大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経

済システムは，生産，流通，消費，廃棄等の各段階におい

て，資源・エネルギーの採取，不用物の排出等の形で自然

環境に対し負荷をかけています。元々，自然環境には，人

間の活動によって生じた負荷を吸収・軽減する機能があり

ますが，その機能にも限界があり，それを超えたとき様々

な環境問題が生じてきます。

今日の環境問題は，次の3つの大きな特徴が見られます。

2 実現すべき社会
私たちは，こうした今日の環境問題を克服しながら，豊

かな環境を守り，次代へと継承していく責務があります。

このためには，私たちの日常生活や事業活動など，社会の

あり方を見直す必要があると考えられます。

11．．環環境境とと人人ととのの関関わわりり
私たちは，将来の世代に，良好な環境を継承していくと

いう大きな責任を負っています。このまま手をこまねいて

いると，良好な環境を確保するために，さらに多くの年月

と経費を要することになります。今，私たちは，知恵と努

力を傾けて持続可能な社会を目指し，環境との間に健全な

関係を築いていかなければならない，大きな分岐点に立っ

ています。

22．．持持続続可可能能なな社社会会のの構構築築
持続可能な社会を実現するためには，可能な限り環境へ

の負荷を生み出す資源・エネルギーの使用を効率化すると

ともに，生産活動や消費活動の単位あたりの環境負荷を低

減する必要があります。

今後の方向性としては，あらゆる主体が自らの日常生活

や事業活動において，十分な環境配慮を織り込むことによ

り， 大量生産・大量消費・大量廃棄の生産・消費パター

ンから脱却し，資源・エネルギーの大量消費に依存しない

新たな段階に移行することが必要です。

第１章

持続可能な社会を目指して

第１節 環境の世紀のあり方

◆第一は，環境問題の多くが私たちの日常生活や

事業活動に起因しており，私たちの多くが原因

者であり，被害者でもあるケースが一般化して

いることです。

◆第二は，長期的な影響をもたらすようなおそれ

があり，また，発生のメカニズムや影響の科学

的解明が十分でない問題が増えていることで

す。

◆第三は，人間の活動領域の拡大が，人と環境と

の関係に大きな変化をもたらし，自然の物質循

環や生態系に深刻な影響を引き起こしているこ

とです。
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1 環境施策の基本理念
●総合的で計画的な環境保全施策を推進するため，平

成7年に「広島県環境基本条例」を制定しました。

この条例では，環境保全に関する基本理念や県民・事業

者・行政の責務を明らかにするとともに，施策の基本とな

る事項を定め，これに基づく施策を総合的かつ計画的に推

進し，現在及び将来の県民の健康で文化的な生活の確保に

寄与するとともに，人類の福祉に貢献することを目的とし

ています。

●環境基本条例の理念に則り，環境の保全に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するため，

「広島県環境基本計画」を平成9年3月に策定し

ました。

この計画は，県が環境行政を遂行するにあたっての具体

的なガイドラインを示す，環境の保全に関する総合計画で

あると同時に，経済社会活動やライフスタイルと深く結び

ついた今日の環境問題に対する県民・事業者の意識改革と

自主的な取組の基本的な方向を示すものです。

2 新たな施策方針
今日の地球温暖化問題，廃棄物問題や自然との共生など

複雑・多様化した環境問題に適切に対応し，持続可能な社

会を実現していくためには，県民・事業者・行政全ての活

動に「環境への配慮」を織り込んでいくことが重要である

ことから，平成14年度は「はじめます次代のための環境

づくり」の施策方針のもとに，各種の施策を展開していき

ます。

第２節 「持続可能な社会」の実現に向けた広島県の取組

基
本
理
念�

広島県環境基本条例�
～ 健全で恵み豊かな環境を次代に継承していくために ～�

環 境 の 恵 沢 の 享 受 と 継 承 �

環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築�

地 球 環 境 の 保 全 の 推 進 �

みんなの参加により�
環境をはぐくむ広島�

地球環境の保全に�
貢献する広島�

環境への負荷が少ない�
循環型社会広島�

自然と人がふれあう�
潤いのある広島�

交流と連携により�
環境を守り育てる広島�

共生�

循環�

交流� 地球�

参加�環境基本計画�

環境にやさしい恵み豊かな�
ひろしまづくりと次代への継承�

基本構想�

広島県環境基本計画�

○県民・事業者・行政の全ての活動に「環境への配慮」

を織り込み，協働して取組を進めていくための仕組みや

シナリオを提示して参ります。�

○平成14年度は，これらの“基盤づくりの年”と位置付け，

「はじめます次代のための環境づくり」の方針のもとに，

ひろしまの環境創造を進めていきます。�

○重点的・緊急的に取り組むべき施策として，「取組みの環（わ）

づくり」，「資源循環の環（わ）づくり」，「共生の環（わ）

づくり」という3つの環づくりで積極的な展開を図ります。�

～ はじめます 次代のための環境づくり ～�

「持続可能な社会」の実現�
�

《深刻化する環境問題》�
全ての者が汚染者であり被害者，影響は地球規模・未来に拡大�

全ての人が「環境に配慮」した活動�

取組みの環づくり�
自主的に「環境への配慮」が
徹底される仕組みをつくるとと
もに，県民の実践を支援します�

環�

わ�

資源循環の環づくり�
“循環”を基本に，環境への
負荷の低減を図ります�

わ�

共生の環づくり�
�自然環境の保全と創造を図るため，

人と自然との共生を進めます�

わ�

ひろしま環境創造�

～はじめます 次代のための環境づくり～�

ひろしま環境創造�

[

主要施策の詳細については，第２章第2節に記載�
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1 循環型経済拠点形成促進事業
21世紀において，本県が持続的に発展し，環境と調和し

た活力ある社会を築いていくため，平成12年12月に国のエ

コタウンプランとして承認を受けた「びんごエコタウン構想」

の推進を図りました。

11．．びびんんごごエエココタタウウンン構構想想推推進進委委員員会会のの開開催催
学識経験者・産業界・行政等による委員会を開催し，び

んごエコタウン構想に盛り込まれた事業の推進方策や，新

たに推進すべき方策について検討しました。

22．．環環境境関関連連産産業業ププロロジジェェククトトチチーームムのの設設置置
環境関連産業や流通業者等によるプロジェクトチームを

設置し，環境関連産業の事業化に向けた支援を行いました。

33．．びびんんごごエエココタタウウンン実実行行計計画画のの策策定定
びんごエコタウン構想の実現及びリサイクル技術や施設

の集積に向けた実行計画を策定しました。

2 福山リサイクル発電事業
可燃ごみのRDF（固形燃料）化による高効率発電や溶

融スラグの有効活用を行う「福山リサイクル発電施設」の

運用開始（平成16年度）に向けて，事業主体である福山

リサイクル発電株式会社を中心に環境影響評価作業を実施

するとともに，福山リサイクル発電施設の土木工事に着手

しました。

3 廃棄物減量化・適正処理推進事業
深刻な社会問題となっている廃棄物問題に対応するた

め，3R（リデュース（発生抑制），リユース（再使用），

リサイクル（再資源化））を柱とする廃棄物の減量化を推

進するとともに，安全性・信頼性向上のための適正処理を

推進しました。

11．．新新世世紀紀ごごみみ減減量量化化推推進進事事業業
一般廃棄物の広域処理を行う市町村で構成される県内2

ブロックにおいて，新世紀ごみ減量化モデル事業を実施し，

減量化目標の設定や実行プランの作成，堆肥化やマイバッ

ク運動などの3R事業を実践しました。

22．．廃廃棄棄物物処処理理計計画画策策定定事事業業
県の総合的な廃棄物対策のマスタープランとして，廃棄

物全般に関する廃棄物処理計画の策定に着手し，県内の廃

棄物実態調査等を実施しました。

33．．公公共共関関与与廃廃棄棄物物処処分分場場のの整整備備
廃棄物処理施設の設置をめぐる紛争の多発や廃棄物処理

法の規制強化により，廃棄物最終処分場の確保はますます

困難となっており，広島地区，福山地区において公共関与

による廃棄物処分場の整備を推進しました。
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第２章

環境施策の展開
～ 主要施策 ～

第１節 平成1 3年度において特に講じた施策
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4 地球環境保全の推進
地球的規模の環境問題の中でも，地球温暖化の問題は早

急に対策を講じなければならない重要な問題です。このた

め，地球温暖化対策推進法の円滑な実施を図り，温室効果

ガス排出量削減に関する取組等を推進しました。

11．．地地球球温温暖暖化化対対策策実実行行計計画画のの推推進進等等
地球温暖化対策を総合的かつ効果的に推進するため，

「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき，平成12

年4月に指定した広島県地球温暖化防止活動センターの活

動を支援しました。

また，平成12年3月に策定した「広島県地球温暖化対策

実行計画」に基づき，県が排出する温室効果ガスの排出抑

制と職員一人ひとりの省エネルギー・省資源への取組を推

進するため，各所属の推進責任者等を対象とした研修会を

開催するとともに，点検活動を実施しました。なお，13

年度における計画の実績は次表のとおりであり，二酸化炭

素の総排出量は基準年度に比べ，4.9％増加しました。

一方，市町村における温室効果ガスの排出の抑制等のた

めの措置に関する計画の策定を支援するため，市町村会議

等において計画策定に関する情報提供を行いました。

22．．県県内内二二酸酸化化炭炭素素排排出出量量実実態態調調査査事事業業
地球温暖化対策推進法に基づく取組を推進し，適切な対

策を講ずるため，広島県の各部門（産業，民生，運輸等）

からの二酸化炭素の排出実態を調査しました。

33．．広広島島県県ググリリーーンン購購入入方方針針のの策策定定
平成13年4月に施行された「国等による環境物品等の調

達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」の趣旨を踏

まえ，「広島県グリーン購入方針」を策定し，環境にやさ

しい物品の購入を推進しました。

5 有害化学物質環境リスク低減対策事業
ダイオキシン類及び環境ホルモンについて環境汚染状況

調査を行うとともに，有害な化学物質について，環境リス

ク管理や低減の推進を図るなど，総合的な有害化学物質対

策を推進しました。

11．．PPRRTTRR推推進進事事業業
平成14年度から「特定化学物質の環境への排出量の把

握等及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR法）」に

基づく有害化学物質の排出量等の届出が開始されることか

ら，法の円滑な実施を図るため，制度の普及啓発や事業者

への指導（自主管理マニュアル作成等）を行いました。

22．．環環境境汚汚染染状状況況調調査査・・排排出出抑抑制制のの推推進進
1 環境汚染状況調査

ダイオキシン類対策特別措置法（平成12年1月15日施行）

に基づく常時監視を実施するとともに，環境ホルモンの環

境汚染調査により汚染の実態を把握しました。

2 ダイオキシン類の発生源対策

平成14年12月から現行より厳しいダイオキシン類の排

出基準が適用されるため，当該基準が適用される廃棄物焼

却施設に対し，早期対応を指導しました。

また，ダイオキシン類対策特別措置法により新たに規制

対象となった小型焼却施設や廃棄物処分場等に対し，立入

調査を実施するなど発生源対策を強化しました。

4 環境白書2002

広島県地球温暖化対策実行計画実績（主要項目）�

項　　　目� 単　位�基準年度�
（平成10年度）�

平成�
12年度�

平成13年度�
基準年度比�

目標値�
（平成16年度）�

注）平成13年度は速報値� 県環境対策室調べ�

千kWh�

千リットル�

千リットル�

千m3�

千m3�

千リットル�

t-CO2

96,432�

2,923�

1,785�

198�

3,513�

3,182�

66,416

93,244�

2,740�

1,666�

218�

5,604�

3,181�

64,618

101,479�

2,869�

1,682�

189�

3,393�

3,251�

67,759

108.8 �

104.7 �

101.0 �

86.7 �

60.5 �

102.2 �

104.9 

基準年度比�
－5％�

�
�

基準年度比�
－6％�

�
��
�

基準年度比�
－10％�
基準年度比�
－6％�

重 油 �

灯 油 �

LPG�

都市ガス�

電気使用量の削減�

�

�

�

�

公用車燃料使用量の削減�

二酸化炭素発生量�

エネルギー
供給設備等
燃料使用量
の 削 減 �

PRTR制度の概要�

事 業 者 �排出量等の把握・届出�

国・県 � 情報の公表�

住民�
�

情報の共有と相互理解の推進�
（リスクコミュニケーション）�

企業の自主管理の改善促進�
情報不足に起因する住民不�
安の解消�

〈目的〉�
企業�

自主管理�
マニュアル�
作成�
�

区　　　分� 調　査　地　点� 地点数�
（H13）�

調　査　対　象�

ダイオキシン類�
�

環境ホルモン�

廃棄物焼却施設周辺地域�

一 般 環 境 �

主要河川及び海域�

12地点�

12地点�

13地点�

大気，水質，土壌�

大気，水質，土壌�

水 質 ， 底 質 �
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6 瀬戸内海の環境保全・創造対策
瀬戸内海の海域環境を健全な状態に保全・修復し，優れ

た環境を次代に継承していくため，平成13年3月に策定し

た「瀬戸内海環境保全・創造プラン」を基に，県民・事業

者の自主的・主体的な行動を促進するとともに，環境保

全・創造に向けた施策を推進しました。

11．．環環境境保保全全・・創創造造ププラランンのの推推進進
「瀬戸内海環境保全・創造プラン」をPRすることにより，

瀬戸内海の環境に関する理解や関心を高めるとともに，今

後推進していく関連事業についての理解と協力を得ました。

22．．第第55次次水水質質総総量量規規制制のの推推進進
平成16年度を目標年次とした第5次水質総量規制に係る

総量削減計画の策定及び総量規制基準の設定についての検

討を行いました。

33．．「「瀬瀬戸戸内内海海のの環環境境のの保保全全にに関関すするる広広島島
県県計計画画」」のの推推進進

平成12年12月に国の「瀬戸内海環境保全基本計画」が

変更されたことを受け，関係府県とも連携しながら，県計

画の変更についての検討を行いました。

44．．底底質質改改善善技技術術のの調調査査研研究究
海生生物の浄化機能を利用した底質（ヘドロ）の改善技

術について，産業技術総合研究所中国センターと共同で研

究を行い，環境修復に関する知見の蓄積を図りました。

55．．瀬瀬戸戸内内海海広広域域連連携携のの推推進進
沿岸府県市が広域的に連携して瀬戸内海の環境保全・創

造に向けた諸施策を行うため「瀬戸内海環境保全知事・市

長会議」に参画し，共通する課題について検討・協議を行

いました。

7 自然環境保全の推進
11．．希希少少野野生生生生物物保保護護管管理理事事業業
緊急に保護を要する野生生物の育成・生息環境の保全と

保護管理事業を進めるとともに，絶滅のおそれの高いツキ

ノワグマについて，クマの里山定着化を防ぐためにクマレ

ンジャーによる出没地域周辺でのパトロール等を実施しま

した。

22．．自自然然公公園園等等整整備備事事業業
1 中央森林公園拡充整備事業

広島空港周辺のより一層の魅力アップとにぎわいの創出

を図るため，自然環境と調和した多目的ホール，コテージ，

ガーデン等の施設整備を行いました。

2 自然公園等の整備・管理

多様化する県民のニーズに応えるため，より魅力的な空

間の創出を目指した野外レクリエーション施設・自然公園

施設の整備を行いました。また，適正に管理することによ

り，優れた自然の風景地を保護し，県民の快適な利用を図

り，自然保護に対する理解・認識を深めていきました。

¡恐羅漢牛小屋高原エコロジーキャンプ場（平成13年7月

供用開始）
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産業廃棄物焼却施設等（排ガス）�

廃 棄 物 処 分 場 等（放流水）�

19施設�

  6施設�

ダイオキシン類�
排 出 濃 度 �
行 政 検 査 �
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1 環境創造システム構築事業
現在の環境問題は，かつての企業活動による公害問題か

ら，ダイオキシン類等有害化学物質問題の顕在化，廃棄物

の増加，地球規模の環境問題など複雑・多様化しています。

このような，全ての者が環境汚染者であると同時に被害者

である環境問題に的確に対応し，21世紀を真に環境の世

紀とするため，「環境への配慮」が自主的・自発的に行わ

れる基盤となる仕組みづくりを進めていきます。

2 環境関連情報提供システム整備事業
県民・事業者・行政の各主体における環境配慮への自主的

な取組を促進し，各主体の参加による良好な環境づくりを推

進するため，｢ITひろしま行動計画2005｣に基づき，環境に

関する情報を体系的に管理・発信するシステムを整備します。

● 環境関連情報を電子データとして一元的に管理・加工

する「情報管理機能（地理情報及び最新の監視データ等

を含む。）」及び体系的に整理した環境情報を県民等に

提供する「情報提供機能（県ホームページの拡充）」を

有するシステムを構築します。平成14年度は，主とし

て「情報提供機能」の整備を行います。

3 地球環境保全の推進
地球的規模の環境問題の中でも，地球温暖化の問題は早

急に対策を講じなければならない重要な問題です。このた

め，地球温暖化対策推進法の円滑な実施を図り，県民・事

業者・行政等の各主体での温室効果ガス排出量削減に関す

る取組を推進します。

また，「広島県地球温暖化対策実行計画」（平成12年3月

策定）に基づいて，県が排出する温室効果ガスの排出抑制

や「広島県グリーン購入方針」に基づき，環境にやさしい

物品の購入を推進します。

4 湖沼水質改善対策
（魚切ダム貯水池水質改善対策）
魚切ダム貯水池ではアオコの発生による利水障害が起き

ているため，土木建築部と連携し湖沼水質改善対策事業を

行います。この事業で得た成果は，他のダム貯水池等湖沼

の水質保全計画に反映させていきます。

●アオコ発生予測手法確立調査

魚切ダム貯水池の水質現況等の調査を行うとともに，ア

オコの発生条件を室内試験で再現し，発生要因の解明と発

生予測手法を検討します。
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第２節 平成1 4年度において特に講じようとする施策

事　業　名� 見 直 し 理 由 � 見直しのポイント�

県民・事業者・行政の新たな取組のための基盤づくり�

環境配慮推進�
システム構築事業�

環境配慮に係る率先行動として，県公共事業等
において自主的な環境配慮の取組を進めるた
めの仕組みを構築する。�

�
環境にやさしい�
低公害車導入事業�

県の公用車に率先して環境にやさしい低公害車
（天然ガス自動車5台）を導入することにより，
県内企業や市町村への導入促進を図り，自動車
排気ガスによる環境負荷の低減を図る。�

事　業　名� 内　　　　　　　　　　容�

県自ら率先して取り組むための基盤づくり�

環境基本計画�
改 定 事 業 �
（平成9年3月策定）�

○目標，達成シナリオ，ス
ケジュールの明記�
○重点プロジェクトの設定等�

地球温暖化問題や有害
化学物質問題等幅広い
環境問題に的確に対応�

公害防止条例�
改 正 事 業 �
（昭和46年7月公布）�

○名称変更を含め全面改正�
○県民や事業者の自主的
取組の推進等�

県民・事業者・行政
すべてが環境に配慮
した行動�

�
廃棄物処理計画�
策 定 事 業 �

○減量化目標の設定�
○ごみ減量化，廃棄物処理
システムの確立，ライフ
スタイルの見直し等�

廃棄物処理法の改正
⇒従来の産業廃棄物
処理計画に一般廃棄
物を加えた計画策定�

アオコ発生予測�
手法確立調査�

・湖沼内水質現況�
  調査�
・降雨時流入負荷�
  量把握調査�
・底質調査�
・アオコ発生要因�
  調査�
�

排水処理装置�
の実証�

ミニプラント設置�

水質改善計画�
の策定�

湖沼水質の�
調査・解析・予測�

運転管理・�
評価試験�

目
標
水
質
の
設
定�

水質改善　　　�
　　計画の策定�
魚切ダム貯水池�
水質保全対策協議会�
県・企業局・広島市�
廿日市市・湯来町�

他のダム貯水池等湖沼へのノウハウの活用�
（環境基準の類型指定，水質保全計画の策定）�
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5 生活排水処理対策推進事業
「広島県汚水適正処理構想」の目標達成に向けて，中山

間地域をはじめ，集合処理施設の整備が地理的・経済的に

困難な地域における生活排水対策を推進するため，

①　個人設置型の『小型合併処理浄化槽設置整備事業（H

元～県費補助開始）』の充実に加え，

② 市町村が公共事業として整備を行う『特定地域生活排

水処理事業』の県費補助制度を新たに創設して，

合併処理浄化槽の整備・普及を促進し，県内の汚水処理率

の向上を図ります。

6 リサイクル促進総合対策事業
環境への負荷の少ない循環型社会広島を構築していくた

め，びんごエコタウン構想の実現と県内全域への波及，市

町村の広域的なごみの減量化・リサイクルへの取組に対す

る支援を行います。

11．．循循環環型型経経済済拠拠点点形形成成促促進進事事業業
本県が持続的に発展し，環境と調和した活力ある社会を

築いていくため，「びんごエコタウン構想」の実現を図る

とともに，県内全域への波及を図ります。

①　びんごエコタウン構想推進委員会の運営

構想具体化のための取組方法等について検討するため

の産学官による委員会の運営。

②　環境関連産業プロジェクトチームの運営支援

構想の理念である循環型社会の構築を目指し，民間主

体の事業化に向けた研究会（環境関連産業プロジェクト

チーム）に対して支援。

③　エコタウンハード補助事業

先進的なリサイクル施設の整備に対する助成。

22．．福福山山リリササイイククルル発発電電事事業業
一般廃棄物の広域処理とサーマルリサイクルを通じてダ

イオキシン類，二酸化炭素の削減等環境対策を進めるとと

もに，資源・エネルギー対策を進め，併せて市町村の廃棄物

処理コストの低減を図るため，「福山リサイクル発電�」に

よるRDF発電事業を実施します。また，この施設整備に

対し，新エネルギー・産業技術総合開発機構の地域新エネ

ルギー導入促進事業を活用した補助を行います。

33．．広広域域ゴゴミミゼゼロロアアククシショョンン支支援援事事業業
平成13年度に実施した「新世紀ごみ減量化モデル事業」

の成果を，全県的に普及展開するため，広域的な3R事業

を共同で実践する市町村の取組基盤づくりを支援し，ごみ

の減量化・資源化施策を推進します。
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福山リサイクル発電整備事業�

《事業主体》�

《施設の概要》�

《スケジュール》�

福山リサイクル発電株式会社�
出資者：県、福山市他15市町村、�
　　　 （財）広島県環境保全公社、日本鋼管㈱�

RDF処理能力：314t－RDF/日�
発　電　出　力：約20,000kw�
　　　　　　　（約6万世帯分に相当）�
設　置　場　所：福山市箕沖町�

年度�12 13 14 15 16～�

ダイオキシン規制強化�
（14.12.1）�

試運転開始�

項目�

環境影響評価�
施 設 設 計 �
施 設 建 設 � 運用開始�

循環型経済拠点形成促進事業�

びんごエコタウン�
構想�

・H１２.３�
　  策定�
・H１２.１２�
　  国の承認�

環境関連産業�
プロジェクトチーム�

③ エコタウンハード補助事業�

びんご�
エコタウン�
実行計画�

・H14.3策定�

備後地域への�
リサイクル施設の�

立地�

・特に先進的なリサイクル施設整備への国・
県の助成�
・対象資源：ポリエステル，綿，ウール等の混

紡繊維�
・立地場所：福山市内�

① びんごエコタウン構想推進委員会�

・民間企業等を主
体とする環境関
連産業の事業化
を目指す研究会�

② 環境関連産業プロジェクト�
　 チームの運営支援�
・アドバイザーによる
技術支援�
・チームの交流の場
の設定�
・種々の情報提供�

・実行計画の進行管理�
リサイクル施設整備支援や環境
学習・研究開発機能の検討等�




区　分� 小型合併処理浄化槽�
設置整備事業�

特定地域生活排水処理�
対策推進事業�

�
事業内容�

個人設置の合併処理浄
化槽に助成する市町村
に対し，事業費を補助�

市町村が公共事業として合併
処理浄化槽を整備する事業に
対し起債償還費を補助�

補 助 の
方 法 �

市町村の事業費の1/3(財
政力指数により変動）を
事業実施年度に補助�

市町村の起債元金償還額（交
付税措置分を除く）の1/2若
しくは1/3を起債元金償還年
度に補助�



8 環境白書2002

7 廃棄物処理対策推進事業
深刻な社会問題となっている廃棄物問題に対応するた

め，県内の廃棄物の減量化を進めるとともに，安全性・信

頼性向上のための適正処理を推進します。

11．．公公共共関関与与廃廃棄棄物物処処分分場場整整備備事事業業
廃棄物処理施設の設置をめぐる紛争の多発や廃棄物処理

法の規制強化により，廃棄物最終処分場の確保はますます

困難となっており，公共関与による廃棄物処分場の整備を

推進します。

22．．廃廃棄棄物物処処理理計計画画策策定定事事業業（（再再掲掲））
廃棄物処理法の改正に伴い，従来の産業廃棄物に一般廃

棄物を加えた総合的な廃棄物処理計画を策定します。

33．．PPCCBB廃廃棄棄物物処処理理促促進進事事業業
PCB廃棄物の処理促進の観点から，費用負担能力の小

さい県内の中小企業に対して処理費用の助成を行うため，

国や他の都道府県と協調して基金を造成します。

44．．産産業業廃廃棄棄物物埋埋立立税税のの創創設設
広島県が実施する廃棄物の抑制施策に県内各界からの幅

広い意見を反映させるため，平成13年10月に設置した

「廃棄物抑制検討懇話会」からの提言を受け，産業廃棄物

の抑制を図る経済的手法として，産業廃棄物埋立税の導入

を図ります。

8 自然公園等の利用促進事業
県内には，国立公園1カ所，国定公園2カ所，県立自然

公園6カ所，自然歩道2路線が指定されており，地域の貴

重な観光資源として，全施設で年間800万人を超える利用

者があります。

そのため，県を代表する優れた自然環境を保全するとと

もに，ふれあいの場，安らぎの場の利用拠点として整備を

行います。

11．．自自然然公公園園等等施施設設整整備備事事業業
国立公園，国定公園，県立自然公園及び野外レクリエー

ション施設において，老朽化したトイレなど各種施設の整

備等を行います。

22．．自自然然歩歩道道等等利利用用促促進進調調査査事事業業
緊急雇用創出基金事業により，県内の自然歩道等の現況

調査（荒廃，雑草）や簡易修繕（標識等），草刈，樹木剪

定，潅木伐採等を行います。

①　実施方法：民間企業，団体等に委託して実施

②　委託期間：平成14年7月～平成15年3月

③　雇用規模：年間66人（実人数）

33．．せせととううちちエエココロローードド（（仮仮称称））検検討討調調査査
事事業業
瀬戸内海国立公園の指定要件である，多島美の自然景観

と歴史的文化施設などの人文景観を一体的に利用できるよ

う，瀬戸内海の豊かな地域資源である景勝地や歴史文化施

設等の実態調査を実施し，自然歩道としてのルート指定・

整備を検討します。

9 野生生物等との共生事業
野生生物との共生を図るため，希少野生生物の現状を把
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広域ゴミゼロアクション支援事業�

●新世紀ごみ減量化モデル事業で，「堆肥化」や「マイバッ
ク運動」など多種多様な3R事業を実践�
●官民一体となった取組基盤のもと効果的な3R事業の実
践によりごみの減量やコスト削減を実現�

モ
デ
ル
事
業
の
成
果�

《支援対象》� 《実行プランの内容》�ごみの共同処理又は地域再
編に向け共同処理を志向す
る複数の市町村�

県の支援による「実行プラン」づくりを通じて�
市町村が広域的な3R施策を実践�

県の役割：実行プランづくりを支援�
市町村の役割：プランに基づき3R事業を共同で実践�

《支援内容》�市町村の「実行プラン」づ
くりを支援�

《負担区分》�県1／2，市町村1／2

●ごみの減量化目標�
●分別収集の統一化�
　方策�
●具体的な3Rの共�
　同実践事業�
�

モデル事業の成果を全県的に普及展開するため，「広域ゴ
ミゼロアクション支援事業」では，市町村が共同で広域的な
3R（リデュース，リユース，リサイクル）に取り組む際の基
盤となる「実行プラン」づくりを支援�

環境調査他�

環境調査他�

190万m3�
（18.0ha）�

104万m3
（15.7ha）�

平成18年度�

平成19年度以降�

区　　分�
計  画  の  概  要�

平成１４年度�
事業内容�

埋立容量�
（埋立面積）�

受入開始�
（予定）�

広 島 市 出 島 地 区 �

福 山 市 箕 沖 地 区 �
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握した第2次県版レッドデータブック（RDB）種選定事業及

び個体数の増減により問題が生じている鳥獣の適正管理を

目的とした特定鳥獣保護管理計画策定事業を実施します。

10 瀬戸内海環境保全推進事業
住民参加による環境保全活動の活発化を図るとともに，

これまで取組が不十分であった海洋生物に関する調査を促

進することにより，瀬戸内海の環境保全を推進します。

11．．せせととううちち海海援援隊隊支支援援事事業業
①　海浜における環境保全活動（海浜清掃・緑化，海岸・

干潟生物調査）を実施する団体等を「せとうち海援隊」

として認定

②　認定団体の活動に対し，傷害保険，賠償保険への加入，

活動団体等を表す表示板の設置，活動状況のPR等，に

より支援

22．．海海洋洋生生物物等等モモニニタタリリンンググ調調査査
●調査の概要

海岸等の生物分布など生態系の面から海域環境を適確に

把握するためのモニタリング調査を実施

⇒生態系メカニズム解明等のための「専門的」な調査

⇒調査結果の蓄積，解析により，海域環境の保全・修

復に関する施策の検討・実施等に活用

●調査の内容

①　調査対象：海岸の生物分布（貝類，藻類，植物等）等

②　調査箇所：貴重な自然環境が現存している宮島の海岸

3箇所

③　調査頻度：3回/年
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せとうち海援隊支援事業�

●担当する海浜の清掃・緑化や海岸・干潟
生物調査を実施�

●活動状況，調査結果等を県に報告�

●せとうち海援隊の認定�
●傷害保険・賠償保険への加入や表示
板設置などの支援措置を実施�

●活動状況のPR�
●生物調査の結果の集計・公表　等�

●回収したごみの処分等に協力�
●県と連携し，プログラムをバック
アップ�

連携�

せとうち海援隊�
（住民団体，企業）�

県�関係市町�

�
14年度�
（試行実施）�
�

¡海浜の清掃活動を実施する5団体程度を認定�
¡住民参加型の海岸・干潟生物調査のマニュア
ル作成�

�
15年度～�
（本格実施）�

¡認定団体数：25団体程度/年�
¡認定のパターン�
　①：清掃・緑化のみ�
　②：海岸・干潟生物調査のみ�
　③：①，②の両方�

特定鳥獣保護管理計画策定事業�

第2次県版RDB種選定事業�

鳥 獣 名 � 事　　業　　内　　容�

�
�
シ カ�

計画策定に必要な生息調査を実施する。�
　①調査内容：生息分布等�
　②調査期間：平成14年度�
　③策定年度：平成15年度�
　④計画内容：メスジカの狩猟解禁�

�
�
イノシシ�

計画策定に必要な生息調査を実施する。�
　①調査内容：生息分布等�
　②調査期間：平成14年度�
　③策定年度：平成15年度�
　④計画内容：狩猟期間の延長�

�
ツキノワ
グ マ �

絶滅のおそれがあるとともに，人身被害が生じる
危険性のあるツキノワグマについて，西中国山地
地域個体群として広域的な保護管理を実施する
ために，3県（広島，島根，山口）共同の計画を策
定する。�

農林作物への加害や広域的な対策が必要である等問題の生じ
ている特定鳥獣について，科学的な視点から適正管理を行う
ために特定鳥獣保護管理計画を策定する。�

第2次RDB種を選定するため，�
希少野生生物の現状調査を実施する。�

①調査期間：平成14年度～15年度�
②調査内容：植物，群落，哺乳類，鳥類，淡水魚類，爬虫

類・両生類，昆虫類等の現地調査�
③第2次選定：平成15年度�



第二部¡環境問題の現状及び�
環境の保全に関する施策�

�この部では，平成13年度に講じた施策及び平成14年度に講じる施策の主なものを

「広島県環境基本計画」（平成9年3月策定）の基本目標に沿って要約しています。�
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1 環境基準
大気汚染物質は，呼吸器など人の健康に影響を与えるこ

とがあります。そのため，健康を保護するうえで維持する

ことが望ましい基準として，二酸化硫黄・二酸化窒素・一

酸化炭素・浮遊粒子状物質・光化学オキシダント・ベンゼ

ン・トリクロロエチレン・テトラクロロエチレン及びジク

ロロメタンの９物質について全国一律の環境基準が定めら

れています。

2 大気汚染の現状
県内の大気汚染の状況は，二酸化硫黄，一酸化炭素は改

善されているものの，自動車交通等により二酸化窒素や浮

遊粒子状物質は環境基準を達成していない測定局があり，

光化学オキシダントについては，すべての測定局で環境基

準が未達成となっています。
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第１章
循　 環

～環境への負荷が少ない循環型社会広島～

第１節 大気環境の保全

注）常時監視項目のみ。�

大気汚染に係る環境基準�
�

汚染物質� 環　　境　　基　　準�

�
二酸化硫黄�

1時間値の１日平均値が0.04ppm以下であり、か
つ、1時間値が0.1ppm以下であること�

�
二酸化窒素�

1時間値の1日平均値が0.04ppmから0.06ppm
までのゾーン内又はそれ以下であること�

�
一酸化炭素�

1時間値の1日平均値が10ppm以下であり、かつ
1時間値の8時間平均値が20ppm以下であること�

浮遊粒子状�
物 質 �

1時間値の1日平均値が0.10㎎/m3以下であり、
かつ、１時間値が0.20㎎/m3 以下であること�

光 化 学 �
オキシダント�

�
1時間値が0.06ppm以下であること�

大気汚染に係る環境基準達成状況の推移�

大気汚染に係る環境基準達成状況�

二 酸 化 硫 黄 �

二 酸 化 窒 素 �

一 酸 化 炭 素 �

光化学オキシダント�

浮遊粒子状物質�

36�

48�

  5�

31�

43

36�

46�

  5�

  0�

42

100.0�

95.8�

100.0�

0.0�

97.7

測定局数� 達成局数� 達成率（％）�

浮遊粒子物質�
二酸化窒素�
二酸化硫黄�
一酸化炭素�

県環境対策室調べ�

注）監視システムに未接続のものを含む。� 県環境対策室調べ�

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
光化学オキシダント�

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
（％）�

大気汚染とは，工場・事業場や自動車の排出ガスなどに含まれる汚染物質や，大気中の汚染

物質が太陽の紫外線により光化学反応を起こしてできる光化学オキシダントなどによって空気

が汚れ，人の健康や生活環境に悪い影響が生じてくるとみられるような状態をいいます。
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3 大気環境保全のための主な取組
11．．大大気気汚汚染染のの常常時時監監視視等等
県内の１１市7町に設置している45局の大気測定局と中

央監視局とで構成する監視システムにより，大気環境を常

時測定しています。

22．．固固定定発発生生源源対対策策
硫黄酸化物，窒素酸化物，ばいじん等について，Ｋ値規

制や総量規制などの排出規制及び監視指導・立入検査を行

っています。

33．．移移動動発発生生源源対対策策
自動車などの移動発生源については，排出ガス規制や整

備不良車両の取締り，交通・物流体系の整備を行っています。

44．．緊緊急急時時のの措措置置
県内各地域に設置した常時監視測定局における硫黄酸化

物，光化学オキシダント等の測定濃度が一定の基準を超え

た場合は，「情報」，「注意報」，「警報」を発令し，工場・

事業場に対するばい煙排出量の減少の要請や，県民への周

知等を行い，健康被害の防止を図っています。
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環境大気測定局　6局�
（呉市）�

環境大気測定局　19局�
（県）�

環境大気測定局　9局 
  (福山市)

大気発生源測定局 11局 

県保健環境センター�
　　　　　　　（中央監視局）�

広島市監視局�環境大気測定局�
11局（広島市）  

県内工場・事業場等�

県庁環境対策室�
副監視局�

県内関係市監視局�
呉市，福山市，�
竹原市，大竹市，�
三原市�

岡山県中央監視局�
山口県中央監視局�

一般回線�

（
測
定
デ
ー
タ
送
付
）�

専
用
回
線�

ファクシミリ�
一斉通報�
（緊急時通報）�

ＩＳＤＮ回線�
（測定データ収集）�

ＩＳＤＮ回線�
（測定データ�
　　　送付）�

専用回線�

大気汚染監視システム系統図�

ばい煙排出量の推移�

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
（年度）�

（千㎡N）�

県環境対策室調べ�

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

SOx

NOx

大気汚染物質の年平均値の推移�

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13（年度）

（濃度）�

二酸化硫黄 (ppm）�

二酸化窒素 (ppm）�

浮遊粒子状物質（㎎/m3）�
0.035

0.016

0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.0060.005 0.005
0.007

0.017 0.017 0.017 0.017 0.0170.018 0.018 0.018
0.016

0.037 0.036 0.036
0.038

0.035 0.034
0.031

0.034 0.034

県環境対策室調べ�

光化学オキシダントに係る緊急時発令状況�

0

50

100

150

200

250

元� 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13（年度）

（発令回数）�

注意報�

情報�

87

115

9 3

20

74

18

69

40

166

59
73

50

7

46

2 0 0
16

5
14 9

47

3
14 9

県環境対策室調べ�
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1 環境基準
水質汚濁に係る環境基準は，「人の健康の保護に関する

基準」（健康項目）と「生活環境保全に関する基準」（生

活環境項目）に分けられます。

「人の健康の保護に関する基準」は，いわゆる有害物質で

26項目からなり全水域一律の基準が定められています。

「生活環境保全に関する基準」は，9項目からなり，全

水域を河川・湖沼・海域に分け，さらにそれぞれを利用目

的に応じ類型指定し，基準が定められています。
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第２節 水 環 境 の 保 全

水質汚濁とは，河川や海域などの公共用水域や地下水に含まれる有機物，重金属，化学物質，微生物

等の量が増加した状態をいい，その汚濁原因としては，工場・事業場，家庭，畜舎，田畑等があります。
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2 水質汚濁の現状
県内の水質汚濁の状況は，人の健康の保護に関する環境

基準の項目は，すべての公共用水域で環境基準を達成して

います。

しかし，生活環境の保全に関する環境基準については，

多くの水域で達成されておらず，有機物による水質汚濁の

指標となるBOD（河川）及びCOD（湖沼・海域）の環境

基準達成率は，河川では83％，海域では43％，湖沼で

67％となっています。

なお，県内で排出される水質の汚濁負荷量の状況は，

CODでみると，産業排水が約5割，生活排水が約4割を占

めています。CODの環境基準を達成するためには，富栄

養化の原因物質である窒素及びりんの対策も併せて必要と

なっています。

3 水環境保全のための主な取組
11．．公公共共用用水水域域等等のの常常時時監監視視
公共用水域や地下水の水質及び底質の状況を把握するた

め，測定計画を策定し，水質の常時監視を行っています。

22．．発発生生源源対対策策
工場や事業場の排水検査を実施するなどの監視を行うと

ともに，排水処理施設や排水方法の改善等必要な措置を講

じています。

33．．汚汚濁濁負負荷荷量量削削減減対対策策
これまでCODについて総量削減計画及び総量規制基準

の策定等を行ってきましたが，新たに窒素含有量及びりん

含有量を加えた総量削減計画及び総量規制基準の策定等を

行い，富栄養化の防止を含めた汚濁負荷量削減対策を進め

ていきます。

44．．生生活活排排水水対対策策
市町村や関係団体の協力を得て，普及啓発活動を実施し

ています。なお，生活排水による汚濁が進んだ5つの河川

流域は生活排水対策重点地域に指定し，対策の推進を図っ

ています。
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水質汚濁の環境基準達成状況�

区　　　分� 達成水域数� 水域数� 達成率（％）�

県環境対策室調べ�

県環境対策室調べ�

河 川（ＢＯＤ）�

海 域（ＣＯＤ）�

68�

  6

82�

14

83�

43

海域及び河川の環境基準達成率の推移�

0
10

20
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40

50

60

70

80

90

100
海域達成率� 河川達成率�

元� 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13（年度）�

（％）�

73
78 77 78

76 66 66
71

82

77 68
73

83

53

33

40

47

33

47

27
33 33

27 27
40

43

？�環境ミニ知識�

水の交換が悪い閉鎖性水域（湖沼や内湾）において，工場排水，生活排水，農業用水等
により，水中の栄養塩類である窒素，りんなどが増えて，プランクトンが増殖しやすい
状態になることをいいます。（これに対して，栄養塩類が少なく生物生産の少ない状態
を貧栄養といいます。）�
富栄養化によって植物プランクトンが異常に増えると，アオコ（湖沼）や赤潮（主に

海域）が発生し，水質の悪化や魚が死んだりする原因となります。�

富栄養化とは…�
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1 瀬戸内海の環境の現状
瀬戸内海の環境の状況は，高度成長期以降，汚濁物質の

総量規制，指定物質の削減指導などの水質保全対策や下水

道等の整備により，一時期の危機的状況は脱することがで

きたものの，近年，水質の改善は必ずしも十分でなく，依

然として赤潮の発生が見られます。また，沿岸部における

埋立て等の開発により，藻場・干潟，自然海岸などの貴重

な自然環境が減少しつつあるなど課題が山積しています。

2 瀬戸内海の環境保全・創造のための主な取組
平成13年3月に策定した「広島県瀬戸内海環境保全・創

造プラン」及び平成14年7月に変更した瀬戸内海環境保全

特別措置法に基づく「瀬戸内海の環境の保全に関する広島

県計画」に基づき，貴重な自然環境の保全や環境修復・創

造事業に取り組むとともに，これらの推進に不可欠な住民

参加や調査研究などに関する先導的･モデル的取組を推進

し，関係施策の計画的・総合的な展開を図ります。
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第３節 瀬戸内海の環境保全・創造

瀬戸内海の環境保全・創造のためには，瀬戸内海が，我が国のみならず世界においても比類

のない美しさを誇る景勝地として，また，国民にとって貴重な漁業資源の宝庫として，その恵

沢を国民がひとしく享受し，後代の国民に継承すべきものであるとの認識のもとに，県民・事

業者・行政が一体となって，環境保全・創造に関する取組を推進する必要があります。

瀬戸内海環境保全・創造施策の展開�

水環境・自然環境等の保全�

環境修復・創造事業の推進�

環境学習・環境教育，�
住民参加の促進�

技術開発，モニタリング�
調査の推進�

広域連携の推進�

・第5次水質総量規制など法令に基づく規制・管理�
・下水道等生活排水処理施設の整備促進　等�

・藻場，干潟，人工海浜等の整備　等�

・各種環境学習等の実施�

・瀬戸内海環境保全知事・市長会議などへの参画�

●せとうち海援隊支援事業�
　s住民参加促進の先導的役割�

・水質調査，各種研究等の実施　等�

●海洋生物等モニタリング調査�
　s解明されていない生態系等の環境変化を把握�

● 主な具体的取組み ●�
（●：平成14年度新規事業）�

施策の進行管理・調整（事業・予算等）�

● 取組むべき施策 ●�

広
島
県
瀬
戸
内
海
環
境
保
全
・
創
造
プ
ラ
ン�

瀬
戸
内
海
の
環
境
の
保
全
に
関
す
る
広
島
県
計
画�
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1 環境基準
騒音の環境基準については，地域の類型及び区分ごとに

次のとおり定められています。
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第４節 騒音・振動・悪臭の防止

騒音とは，「好ましくない音」，「ないほうが良い音」の総称を，振動とは，「人為的な揺れ」

のことを，悪臭とは，「不快感，嫌悪感を与えるにおい」のことをいいます。

騒音・振動・悪臭は，人に心理的・生理的な影響をもたらしますが，感知の程度に個人差が

あることから感覚公害と呼ばれています。

騒 音 に 係 る 環 境 基 準 �

道
路
に
面
す
る�

地
域
以
外
の
地
域�

地域の区分及び類型�
基準値�

昼　　間� 夜　　間�

道
路
に
面
す
る�

地
　
　
　
　
域�

特
　
例�

AA�

A及びB�

C

A 地 域 の う ち 2 車 線 �
以上の車線を有する�
道 路 に 面 す る 地 域 �

B地域のうち2車線以上の
車線を有する道路に面する
地域及びC地域のうち車線
を有する道路に面する地域�

�
幹線交通を担う道路に�
近 接 す る 空 間 �

50デシベル以下�

55デシベル以下�

60デシベル以下�

40デシベル以下�

45デシベル以下�

50デシベル以下�

60デシベル以下� 55デシベル以下�

65デシベル以下� 60デシベル以下�

70デシベル以下�
※45デシベル以下�

65デシベル以下�
※40デシベル以下�

〈備　　考〉�
1．地域の類型�
　AA：療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域など特に

静穏を要する地域�
　 A ：専ら住居の用に供される地域�
　 B ：主として住居の用に供される地域�
　 C ：相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域�
�
2．時間の区分�
　昼間：午前6時から午後10時まで�
　夜間：午後10時から翌日の午前6時まで�
�
3．※は屋内へ浸透する騒音に係る基準（個別の住居等において騒音
の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると
認められるときは、この基準によることができる。）�

�
4．この環境基準は、航空機騒音、鉄道騒音及び建設作業騒音には適
用しない。�
�
5．「幹線交通を担う道路」とは、次に掲げる道路をいう。�

¡高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び市町村道（市町村
道は４車線以上の区間）�

¡一般自動車道であって都市計画法施行規則第７条第１項第１号に定
める自動車専用道路�

？�

〈騒音の大きさの例〉� （単位 :デシベル）�

�

環境ミニ知識�

〈振動の影響例〉� （単位 :デシベル）�

�

90�

80�

70�

60�

50�

40�

�
人体に生理的影響が生じ始める�

浅い睡眠に影響がではじめる�

振動を感じ始める�
ほとんど睡眠影響はない�

常時微動�

産業職場で振動が気になる�
　（8時間振動にさらされた場合）�
深い睡眠にも影響がある�

騒音（振動）に対する人間の感じ方は，音（振幅），周波数
によって異なります。騒音（振動）の大きさは，物理的に
測定した音（振幅）の強さに，周波数ごとの聴感補正（感
覚補正）を加味して，デシベルで表します。�

デシベルとは�

飛行機のエンジンの近く�

自動車の警笛（前方２メートル），リベット打ち�

電車が通るときのガードの下�

大声による独唱，騒々しい工場の中�

地下鉄の車内，ピアノの演奏（前方１ｍ）�

電話のベル，騒々しい事務所の中，騒々しい街頭�

静かな乗用車，普通の会話�

静かな事務所�

市内の深夜，図書館，静かな住宅地の昼�

郊外の深夜，ささやき声�

木の葉のふれ合う音，置時計の秒針の音（前方１ｍ）�

120�

110�

100�

90�

80�

70�

60�

50�

40�

30�

20�

�
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2 現 状
騒音公害は，近年は，都市化の進展や生活様式の多様化

等に伴う近隣騒音が問題となっています。また，近年のモ

ータリゼーションの進展に伴い，道路交通騒音の問題が生

じています。

振動公害は，工場，建設作業，交通機関等による人為的

な地盤振動が原因で，建物を振動させて，物的又は感覚的

被害を与えています。

悪臭公害は，その発生源が多種多様であり，様々な臭気

物質が混合して生じていることなど，その態様は複雑です。

3 騒音・振動・悪臭防止のための主な取組
騒音・振動・悪臭防止対策として，地域の指定を行い，

発生源に対する規制基準に基づき規制を行っています。
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騒音に係る苦情件数の推移�

騒音の環境基準達成状況（平成13年度）�

0

50

100

150

200

250

300

350

工場等� 建設作業� 交通機関� 商店・飲食店・�
娯楽施設等�

家庭生活� その他� 不明�

県環境対策室調べ�

県環境対策室調べ�

振動に係る苦情件数の推移�

0

5

10

15

20

25

30

35

40

工場等� 建設作業� 交通機関� 商店・飲食店・�
娯楽施設等�

家庭生活� その他� 不明�

県環境対策室調べ�

悪臭に係る苦情件数の推移�

県環境対策室調べ�

5 6 7 8 9 10 11 12 13 （年度）�

5� 6� 7� 8� 9� 10� 11� 12� 13�（年度）�

（件数）�

5 6 7 8 9 10 11 12 13 （年度）�

（件数）� （件数）�

区　　　分� 一般地域�
道路に面する地域�

後背地� 道路端�

注）1．未指定地域は，B型類型の地域として評価した。�
　　2．測定時間帯は昼間（6時～22時）である。�

0

50

100

150

200

250

300

工場等� 建設作業� 交通機関� 畜産業� 下水・清掃�
事業�

商店・飲食店・娯楽施設等� 家庭生活� その他� 不明�

�

A類型�

�

�

B類型�

�

�

C類型�

�

�

合計�

�

�
未指定

地 域 �

測 定 件 数 �

適 合 件 数 �

適 合 率 �

測 定 件 数 �

適 合 件 数 �

適 合 率 �

測 定 件 数 �

適 合 件 数 �

適 合 率 �

測 定 件 数 �

適 合 件 数 �

適 合 率 �

測 定 件 数 �

適 合 件 数 �

適 合 率 �

81�

70�

86.4％�

421�

364�

86.5％�

163�

130�

79.8％�

665�

654�

84.8％�

112�

85�

75.9％�

18�

17�

94.4％�

64�

58�

90.6％�

37�

34�

91.9％�
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109�

91.6％�

28�

23�

82.1％�

21�

14�

66.7％�

82�

52�

63.4％�

81�

52�

64.2％�

184�
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55�

38�
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1 ダイオキシン類対策
11．．環環境境基基準準
ダイオキシン類に関しては，「ダイオキシン類対策特別

措置法」により，ダイオキシン類による大気の汚染，水質

の汚濁，土壌の汚染に関する環境基準が定められています。

22．．環環境境汚汚染染のの状状況況
海田東公民館（海田町）で大気調査結果が環境基準値を

超過しましたが，その他は全ての地点で環境基準を達成し

ています。なお，環境基準を超過した海田東公民館につい

て，周辺の工場・事業場に対するダイオキシン類削減の立

入指導及び海田町民へのごみ減量化の啓発等を実施した

後，同地点及び周辺地域の詳細調査を実施したところ，全

ての地点で環境基準を下回りました。

33．．ダダイイオオキキシシンン類類汚汚染染対対策策のの主主なな取取組組
1 発生源対策

廃棄物焼却炉を設置する事業場等に対して立入検査を実

施し，排出基準の遵守や自主測定の実施を指導しています。

2 広報・啓発

県民に対し，ごみの発生抑制，分別排出，リサイクル等

について広報・啓発を実施しています。

2 環境ホルモン等化学物質対策
11．．現現 状状
1 環境ホルモン

内分泌かく乱化学物質（いわゆる環境ホルモン）による

環境汚染について，その実態を把握するため，河川8地点，

海域5地点で27物質を調査した結果，その検出状況は全国

調査結果の範囲内となっています。
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第５節 化学物質による環境リスクの低減

私たちが身近に使用しているプラスチック製品，化学繊維衣料，医薬品，洗剤，塗料，殺虫剤な

どは，様々な化学物質を利用して作られています。しかしながら，化学物質の中には，人の健康や

生態系に有害な影響をもたらす可能性があると考えられているものがあり，不適正な管理や事故で

大気，水，土壌などの環境に排出されることによる環境汚染への懸念が広まっています。

中でも，ダイオキシン類や内分泌かく乱化学物質（いわゆる環境ホルモン）は，人の生命・健康

に重大な影響を与え，世代を超えた深刻な影響をもたらすおそれのある物質とされています。

ダイオキシン類環境汚染状況調査結果（平成13年度）�

注）海田東公民館周辺地域の大気詳細調査を含む。�

県環境対策室・広島市・福山市・呉市調べ�

33※�

45�

18�

72

調　査　項　目� 濃　度　範　囲�調査地点数�
環境基準値�
を下回った�
地 点 数 �

32�

45�

18�

72

0.031～1.1pg-TEQ/m3�

0.0084～0.71pg-TEQ/L�

0.052～20pg-TEQ/g�

0.0014～20pg-TEQ/g

水 質 �

底 質 �

大 気 �

�

�

土 壌 �

公共用水域�
河川，海域，
地 下 水 �







ダイオキシン類による汚染に係る環境基準�

0.6pg-TEQ/m3�
（年間平均値）

�

大 気 �

水 質 �

底 質 �

土 壌 �

1pg-TEQ/L�
（年間平均値）�

150pg-TEQ/g�

1,000pg-TEQ/g

調　　査　　項　　目� 環　境　基　準　値�

公 共 用 水 域 �

河川，海域，

地 下 水 �
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2 その他の有害化学物質

発ガン性などが指摘されている化学物質について，大気

12地点，河川14地点，地下水64地点においてモニタリン

グを実施しています。

22．．環環境境ホホルルモモンン等等化化学学物物質質対対策策のの主主なな取取組組
●PRTRの推進

化学物質の排出量などが適切に届出（PRTR制度）され

るよう啓発・指導を行うほか，事業者が自主的に化学物質

の管理・低減を図れるよう自主管理マニュアルの作成指導

を行っています。

また，届出情報の公表に伴い，事業者と住民の相互理解

（リスクコミュニケーション）が大切となることから，こ

れが円滑に推進されるよう取り組んでいます。
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　化学物質を取り扱う全国の業者が，１年間にどのよ

うな物質をどれだけ環境中に排出したか，あるいは廃

棄物としてどれだけ移動したかを国に届けます。国

はそれを推計し，毎年公表します。�

　また，家庭や農地，自動車などから排出される化学

物質の量も国が推計し，事業者からの届出とあわせ

て公表することになっています。�

ＰＲＴＲ（環境汚染物質排出・移動登録）とは�

�

大　気�

土　壌�

廃棄物�

公共用�
水域�

他の事業者の�
廃水処理�

施設への移動�

当該事業所に�
おける埋立処分�

下水道への�
移動�

？�環境ミニ知識�

平成8年に刊行された「Our Stolen Future」（邦訳「奪
われし未来」著者：シーア・コルボーン等）という本
では，DDT，クロルデン，ノニルフェノール等の化学
物質が人の健康状態（男性の精子数減少，女性の乳が
ん罹患率の上昇）や，野生生物への影響（ワニの生殖
器の奇形，ニジマス等の魚類の雌性化等）をもたらし
ている可能性について指摘がされました。�
このように，内分泌系（ホルモン）に影響を及ぼす
ことにより，生体に障害や有害な影響を起こす外因性
の化学物質を，内分泌かく乱化学物質と言い，一般に
は環境ホルモンと呼ばれています。�
環境ホルモンについては，その有害性等が未解明で
あるため，県としても，関係府省と連携して，汚染実
態の把握等の調査を行っています。�
また，国際的に協調した調査研究も実施されており，
平成１４年１１月には，広島市の「広島国際会議場」
で「第５回内分泌攪乱化学物質問題に関する国際シン
ポジウム」が環境省主催で開催されます。�

環境ホルモンとは�
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1 廃棄物の分類

2 現 状
平成12年度に県内で排出された一般廃棄物は，113.5ト

ンで，１日１人当たりでは，1,084グラムとなっています。

また，リサイクル率は年々上昇し14.0％となっています。

産業廃棄物の排出量は1,433万トンで，そのうちの

64.7％（927万トン）が再生利用されています。

3 主な取組
廃棄物問題に対応するため，できる限り廃棄物の排出を

抑制し，やむを得ず出た廃棄物は減量化・リサイクルを行

い，どうしても利用できない廃棄物は適正に処分するとい

う考え方を基本とした取組を推進しています。
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第６節 廃棄物の減量化・リサイクル及び適正処理の推進

毎日の生活や事業活動に伴って排出される不要物（＝廃棄物）には多くの種類があり，大きく一般廃

棄物と産業廃棄物に区分されます。一般廃棄物とは，家庭などから発生するごみやし尿などの廃棄物を

いい，産業廃棄物とは，工場などの事業活動に伴って発生する燃え殻，汚泥などをいいます。

なお，一般廃棄物については市町村が，産業廃棄物については事業者の責任で処理することになって

います。

ごみ�

し尿�

燃え殻，汚泥，廃油，廃酸等20種類�

事務所から出る紙くず等，
産業廃棄物以外のもの�

廃棄物の分類�

一般廃棄物�

産業廃棄物�

廃
　
棄
　
物�

事業系ごみ�

生活系ごみ�

ごみ排出量の推移�

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
（年度）�

（万トン）� （g, 人／日）�

90

95

100

105

110

115

900

950

1,000

1,050

1,100

1,150

一般廃棄物の状況�

96.7

931

95.5

918

97.9
99.3 99.6

101.4 101.9
103.0

107.9

113.5

938
954 951

965 968 977

1030

1084

一人一日当たりの�
排出量�

年間総排出量�

県一般廃棄物対策室調べ�

リサイクル率の推移�

5 6 7 8 9 10 11 12（年度）�

（％）�

0

5

10

15

20

25

全　国�

広島県�

※リサイクル率＝〔（ごみの資源化量＋集団回収量）／（ごみの処理量＋集団回収量）〕％�
※資源化量＝市町村で資源化した量�

8.0
9.3

9.1
10.6 9.8

11.0
10.3
11.1 11.0

11.6 12.1
13.0 13.213.1

14.0

県一般廃棄物対策室調べ�

排出等の推移�

昭和60 平成2 7 12 （年度）�

（千トン）�

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

再生利用量� 排出量�

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

最終処分量�

産業廃棄物の状況�

10,950

6,371

14,126

8,295

13,554

8,383

14,330

9,270

2,808 3,018
2,073

1,287

県産業廃棄物対策室調べ�

josh
平成12年度に県内で排出された一般廃棄物は，113.5トンで，１日１人当たりでは，1,084グラムとなっています。

josh
平成12年度に県内で排出された一般廃棄物は，113.

josh
5万トンで，１日人あたりでは、1,084グラムとなっています。
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1 ．廃棄物の排出抑制（ごみをつくらない）

2．廃棄物減量化・リサイクルの推進
（ごみを減らす）

   

3 ．廃棄物の適正処理の推進（適正に処理する）

23

　廃棄物問題について計画的に取組む際の基本的方
策を示す「広島県廃棄物処理計画」を策定します。 
　また，環境学習，環境教育等による廃棄物の排出
抑制を図っています。

　環境への負荷の少ない循環型社会広島を構築して
いくため，びんごエコタウン構想の実現を図るほか，
市町村の広域的なごみの減量化・リサイクルへの取
組に対する支援を行っています。

◆循環型経済拠点整備（びんごエコタウン構想）
◆福山リサイクル発電事業（ＲＤＦ発電・灰溶融施設）
◆広域ゴミゼロアクション支援事業

　廃棄物の適正処理を推進するための取組を行って
います。

◆廃棄物の適正処理対策事業
◆ダイオキシン類排出抑制指導事業
◆公共関与による廃棄物処分事業
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1 自然公園
本県では，優れた自然の風景地の保護，利用等を目的と

して，瀬戸内海国立公園，西中国山地国定公園，比婆道後

帝釈国定公園，6県立自然公園（南原峡・三倉岳・竹林寺

用倉山・仏通寺御調八幡宮・山野峡・神之瀬峡）の9自然

公園が指定されています。また，このほか，自然公園や文

化財等を有機的に結ぶ中国自然歩道及び広島県自然歩道が

あります。

風景地の保護のため適正に管理するとともに，自然とふ

れあう機会を提供し，快適な利用を図るため自然公園施設

等（便所，園地等）の整備を行っています。

2 県自然環境保全地域等
自然公園以外の区域でも貴重な自然環境を保全するため

県自然環境保全地域（27地域）・緑地環境保全地域（22地

域）・自然海浜保全地区（19地区）を指定しています。

3 野外レクリエーション施設
優れた自然環境にある森林等の保護や瀬戸内海の海浜の

利用増進及び県民の休養の場として，もみのき森林公園，

中央森林公園，県民の森，県民の浜を設置しています。
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第２章
共　 生

～ 自然と人がふれあう潤いのある広島 ～

第１節 優れた自然環境の保全

自然公園等利用者数一覧�

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13

10,000�

9,000�

8,000�

7,000�

6,000�

5,000�

4,000�

3,000�

2,000�

1,000�

0

（千人）�

国立公園�国定公園�

県立自然公園�自然歩道�野外レク施設�

県自然環境保全室調べ�

緑豊かな中国山地や多島美を誇る瀬戸内海等多様な自然，気候の変化に富み，動植物も多様

な本県の優れた自然，かけがえのない自然を保全し，次世代へと継承していくことが必要です。
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1 現 状
県内には，北方や南方，大陸に由来する種，氷河期の生

き証人ともいうべき亜高山性植物，中国山地で固有な種に

分化したと考えられる種など，貴重な野生生物が数多く生

息，生育しています。しかし，近年，さまざまな人間活動

の影響を受け，多くの野生生物の種が絶滅し，または絶滅

のおそれが生じています。

2 野生生物の保護のための取組
広島県野生生物の種の保護に関する条例による保護管理

対策を行う種として11種を指定しています。また，県内

の絶滅のおそれのある種300種（動物122種，植物178種）

を選定しています。

このうち，ツキノワグマ，アビ類，ミヤジマトンボ，ヒ

メシロチョウ，カワシンジュガイ，ヤチシャジンについて

は，保護管理計画を策定し，個体数の維持・回復を図るた

め，繁殖の促進，生息地等の整備，保護意識の普及啓発な

どの保護管理事業を実施しています。また，絶滅のおそれ

の高いツキノワグマについては，クマレンジャーによる出

没地域周辺のパトロールや捕獲個体の一部放獣等を実施し

ています。
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第２節 生物多様性の保全

私たちは，生態系の一員として，多くの生き物たちと一緒に同じ地球上で生活しています。

貴重な野生生物を絶滅から救うことは県民みんなの未来への責任です。

指定野生生物種�

特定野生生物種�

アビ類（シロエリオオ
ハム，オオハム，アビ）�

ミ ズ ニ ラ�
（シナミズニラを含む）�

ツ キ ノ ワ グ マ �

�

�

ダ ル マ ガ エ ル �

スイゲンゼニタナゴ�

カワシンジュガイ�

（ミヤジマトンボ）�

哺 乳 類 �

鳥 類 �
�

両 生 類 �

淡水魚類�

淡水産貝類�

昆 虫 類 �

ヒメシ ロ チョウ�

�

�

オグラセンノウ�

ツ ル マ ンリョウ�

ヤ チ シ ャ ジ ン�

計11種類（内１種は特定野生
生物種。実数は10種）�

昆 虫 類 �

シダ植物�
�

種子植物�

　 〃 　 �

　 〃 　 �

ミヤジマトンボ� 昆 虫 類 �１種�
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1 優れた景観の保全と創造
美しい景観を保全・創造し，ゆとりとうるおいのある広

島らしい景観の形成を図るため，「ふるさと広島の景観の

保全と創造に関する条例」を制定し，景観指定地域や大規

模行為届出対象地域における届出指導を行っています。ま

た，市町村が景観形成施策に主体的に取り組み，推進する

ことができるよう支援等を行っています。

2 みどり・水辺環境の保全と創造
都市においては，生活の中で関わりの深い身近な自然が

減少し，一方，農山漁村では，過疎化・高齢化が進行して

いる地域を中心に，森林・農地等の環境保全機能の維持が

困難な地域が発生しています。そのため，都市におけるみ

どりの保全・創造や地域緑化，田園・農山村における資源

の保全と活用等を推進しています。

さらに，周辺の景観や自然環境との調和を図りつつ，地

域の人々が水辺に親しみやすい河川，港湾，漁港，海岸等

の水辺環境の整備を進めています。
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第３節 自然を身近に感じられる快適環境の形成

快適で魅力あるふるさと広島の創生を目指し，身近な緑や水辺，美しい町並みや歴史的・文

化的な雰囲気など，快適環境の形成を図ることが重要です。

平成13年度届出件数�

13年度�区　　　　　　分�

  15�

  20�

  10�

  50�

    5�

100�

284�

284�

384

宮 島 ・ 大 野 �

新 広 島 空 港 周 辺 �

西中国山地国定公園周辺�

西 瀬 戸 自 動 車 道 �

安 芸 灘 架 橋 �

小　　　計�

�

小　　　計�

�

�

景観指定地域�

�

�

�

大 規 模 行 為 届 出 対 象 地 域 �

�

合　　　　　　　計�

届出の必要な地域�
（平成14年4月1日現在）�

景観指定地域�

大規模行為届
出対象地域�

凡　　例�
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1 環境に配慮した自主的行動の促進
11．．環環境境保保全全にに向向けけたた率率先先的的取取組組のの推推進進
県内の社会経済活動に大きな位置を占めている県自ら

が，事業者・消費者としての立場から率先して温室効果ガ

スの排出を抑制したり，省資源・省エネルギーへの取組み

を強化するため，「広島県地球温暖化対策実行計画」を策

定し，電気使用量の削減や，再生コピー用紙使用率の向上

など，具体的な取組を進めています。

さらに，「広島県グリーン購入方針」（平成13年3月）を

策定し，環境物品等の購入を推進しています。

22．．自自主主的的なな活活動動のの支支援援
1 パートナーシップの構築と取組の促進

県民，事業者，行政の各主体間の連携を図り，環境に

配慮した自主的行動を促進するため「環境にやさしいひ

ろしま県民会議」や「ひろしま地球環境フォーラム」な

どの環境保全推進組織の支援を行い，また，これらと連

携した取組を推進しています。

また，広島県地球温暖化防止活動推進センターと連携

して，県内における地球温暖化対策への取組を推進して

います。

2 指導者の育成（環境保全アドバイザー等）

3 環境情報の提供

4 環境保全活動の顕彰

2 環境保全思想の普及啓発・環境教育の推進
11．．環環境境保保全全思思想想のの普普及及啓啓発発のの推推進進
1 環境保全行事の実施

「環境の日」（6月5日），「環境月間」（6月），「瀬戸内海環

境保全月間」（6月），「リサイクル推進月間」（10月）等

2 グリーン・コンシューマリズムの普及と啓発

22．．環環境境学学習習・・環環境境教教育育のの推推進進
1 体験型環境学習の推進

2 学校教育における環境学習・環境教育の推進

3 社会教育・生涯学習における環境学習・環境教

育の推進

環境保全セミナーの開催，環境保全アドバイザーの派遣，

こどもエコクラブ・緑の少年団の活動の支援等

4 環境学習・環境教育の拠点整備
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第３章
参　 加

～ みんなの参加により環境をはぐくむ広島 ～

今日の環境問題を解決していくには，県民・事業者・行政などあらゆる主体の一人ひとりが，

それぞれの環境保全における役割の重要性を認識し，自主的・積極的に環境に配慮した活動を

進めていくことが重要です。

県民，事業者，行政56団体� 県内企業等約280社�

省資源・省エネルギー，リサイク
ル運動，エコドライブ運動など「環
境にやさしい県民運動」を推進�

各種講演会，セミナー，先進地
視察，国際協力など「環境にや
さしい企業活動」の普及促進�

パートナーシップの構築と取組の促進�

環境にやさしいひろしま県民会議� ひろしま地球環境フォーラム�
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1 自然環境の保全に向けた広域的連携
11．．瀬瀬戸戸内内海海環環境境保保全全のの推推進進
「瀬戸内海の環境保全知事・市長会議」，「（社）瀬戸内

海環境保全協会」に参画し，関係府県，市や漁業・環境保

全団体等と連携して，総合的な瀬戸内海の環境保全対策や

普及啓発活動，調査研究等を実施しています。

また，行政と民間が一体となって県民総ぐるみできれい

な海を取り戻すための諸事業を展開しています。

22．．中中国国山山地地森森林林文文化化圏圏整整備備事事業業のの推推進進
島根県との県境に広がる中国山地の振興策として，「中

央」と「西」の圏域で新たな視点により地域づくりを行っ

ています。

2 生活環境の保全に向けた広域的連携の推進
フフロロンン回回収収破破壊壊法法のの円円滑滑なな施施行行
フロン回収破壊法の円滑な施行を推進するため，中国四

国各県による連絡会議において，協議及び情報交換を行っ

ています。
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第４章
交　 流

～ 交流と連携により環境を守り育てる広島 ～

瀬戸内海や中国山地の環境保全をはじめ，時間的・空間的広がりを持つに至った今日の環境

問題に適切に対応するためには，近隣県との広域連携のもと，中国・四国が一体となった取組

みを推進していくことが重要です。

中央中国山地森林文化圏�

中国山地森林文化圏整備事業の推進�

対

象

地

域

�

�

西中国山地森林文化圏�

対

象

地

域

�

�

�
広 島 県 �
�
�
島 根 県 �

�
�

合　計�

君田村，布野村，作木村，西城町，口和町，�
高野町，比和町�
�
�
仁多町，横田町，吉田村，頓原町，赤来町�
�
�
12町村�

�
広 島 県 �
�
�
島 根 県 �

�
�

合　計�

�
吉和村，加計町，筒賀村，戸河内町，芸北町�
�

美都町，匹見町，津和野町，日原町，柿木村，
六日市町，金城町，旭町，弥栄村�
�
�
14町村�

瀬戸内海環境保全知事・市長会議�

(社 )瀬戸内海環境保全協会�

組 織 �
沿岸の2府11県・5政令市・10中核市の知事・

市長で構成（昭和46年設立）�

�

組 織 �

沿岸の2府11県・5政令市・10中核市・12

漁業協同組合連合会，8衛生組織連合会，国立

公園協会等で構成（昭和52年設立）�
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第５章
地　 球

～ 地球環境の保全に貢献する広島 ～

区　　　　　分� 概　　　　　　　　要� 影　　　　　響　　　　　等�

地球環境問題の種類�

①地 球 温 暖 化�
二酸化炭素など大気中の温室効果ガスの濃度が上昇し，
地球が温暖化する問題�

海面上昇や異常気象の増加，農林水産業への被害など
が予想�

②オ ゾ ン 層 の 破 壊�
人工の化学物質であるフロン・ハロンなどによって，成
層圏のオゾン層が破壊される問題�

有害な紫外線が地上に降り注ぐことによって，人間の健
康被害や生態系への影響が懸念�

③酸 性 雨�
化石燃料の燃焼に伴って発生する硫黄酸化物や窒素酸
化物によって，雨，霧，雲などが酸性化する問題�

森林被害や建築物被害，湖沼生態系の破壊など�

④海 洋 汚 染�
廃棄物，油，化学物質などによって，海の汚染が世界的
に進んでいる問題�

海の持つ機能（酸素の供給，地球の気温の平均化，二
酸化炭素の固定，食糧供給源）の低下�

⑤森 林 破 壊�
開発などによって，野生生物の宝庫と言われる熱帯林
など，森林の破壊が進行している問題�

森林の持つ機能（酸素の供給・大気の浄化，水の循環，
生態系の保全，土壌の保全）の低下�

⑥野生生物種の減少�
開発などに伴う生息・生育環境の悪化などによって，野
生生物の種の数が世界的に減少している問題�

生態系（食物連鎖）の破壊に伴う食糧不足が懸念�

⑦砂 漠 化�
過度の放牧や無計画な耕作などによって土地が荒廃し，
砂漠化が進行している問題�

食糧生産，周辺住民の生活環境，気候への影響が懸念�

⑧有害廃棄物の越境移動�
有害な廃棄物が国境を越えて移動され，移動先の国で
環境問題などを引き起こしている問題� �

�
当該国における環境悪化とともに，上記①から⑥とも
関連�

⑨開 発 途 上 国 等 の�
公 害 問 題 �

急速な工業化や都市化などにより，開発途上国などで
公害問題が深刻化している問題�

⑩国 際 的 に 価 値 の�
高 い 環 境 の 保 護 �

開発などにより，国際的に高い価値があると認められる
環境の破壊が進行している問題�

地球環境問題とは，被害や影響が一国内にとどまらず，国境を越え，ひいては地球規模で広

がる環境問題及び国際的な取組が必要とされる開発途上国における環境問題のことです。
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1 現 状
広島県の平成11年度の二酸化炭素の排出量は，3,807万

t-Co2であり，平成2年度の3,603万t-Co2に比べ5.7％増加

しています。部門別排出量で，産業部門の占める割合が

60％と高くなっています。なお，全国の排出量は平成2年

度の1,124百万t-Co2から平成11年度の1,225百万t-Co2へと

9％増加しています。

2 地球環境の保全に関する主な取組
11．．地地球球環環境境保保全全推推進進体体制制
地球環境保全対策を総合的に推進していくため，庁内組

織として，「地球環境問題対策協議会」，「地球環境対策室」

を設置し，県における基本方針の協議や庁内の連絡調整等

を図っています。

また，県民組織である「環境にやさしいひろしま県民会

議」や県内企業の組織である「ひろしま地球環境フォーラ

ム」などとも連携・協力を図っています。

22．．地地球球温温暖暖化化対対策策
平成12年3月に策定した広島県地球温暖化対策実行計画

を推進することにより，県自らの省資源・省エネルギー，

廃棄物の減量化，グリーン購入などに一層努めています。

また，「環境にやさしいひろしま県民会議」が行う自主

的取組を支援するとともに，広島県地球温暖化防止活動推

進センター（(財)広島県環境保健協会）と連携して，二酸

化炭素の排出実態調査を実施するなど，地球温暖化防止対

策の取組を推進しています。

33．．オオゾゾンン層層保保護護対対策策
特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等

に関する法律（フロン回収破壊法）の適正な施行を図ると

ともに，関係業界団体，消費者団体，行政機関で構成する

「広島県フロン回収推進協議会」を通じた啓発・協力要請

を行うなど，オゾン層保護の取組を行っています。

44．．酸酸 性性 雨雨
酸性雨の実態を把握するため，県内4市において，年間

を通じて酸性雨の調査を実施しています。

55．．環環境境国国際際協協力力
国際協力事業団（JICA）と協力して，平成元年度から

環境分野の研修員を受け入れ，研修を行うとともに，環境

保全技術の移転に努めています。

このほか，友好提携を結んでいる中国四川省と「国際保

護合作事業」として研修員の受け入れや技術協力員の派遣

などの環境協力を行っています。
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区　　　分�
排出量�

平成2年度�

構成比� 排出量�

平成11年度�

構成比�

年度比�
（H10／H2×100）�

エネルギー転換部門�

産 業 部 門 �

運 輸 部 門 �

民生（家庭）部門�

民生（業務）部門�

石灰石部門�

廃棄物部門�

合　　計�

753,349�

22,879,193�

5,202,464�

3,591,322�

2,539,468�

786,129�

275,974�

36,027,899

2.09 �

63.50 �

14.44 �

9.97 �

7.05 �

2.18 �

0.77 �

100.00 

819,779�

22,739,492�

6,023,115�

4,479,738�

2,766,054�

936,802�

307,345�

38,072,325

2.15 �

59.73 �

15.82 �

11.77 �

7.26 �

2.46 �

0.81 �

100.00 

108.82 �

99.39 �

115.77 �

124.74 �

108.92 �

119.17 �

111.37 �

105.67 

広島県の二酸化炭素の排出量の推移�

（単位：ton，％）�
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1 環境影響評価の推進
環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業の実施に際

し，事業者は，事前に環境への影響について調査，予測及

び評価を行い，その結果を公表して地域住民等の意見を聴

くなど，環境保全について適正な配慮を確保することによ

り，環境汚染の未然防止が図られるよう，環境影響評価

（環境アセスメント）を行うこととなっています。

第二部 環境問題の現状及び環境の保全に関する施策　31

第６章
共通的基盤的施策の推進

県条例による環境影響評価に関する手続きの流れ�

環境影響評価の�
実施方法の決定�

環境影響評価準備書の作成�

環境影響評価書の作成�

事業着手�

県  民� 事 業 者� 知事・市町村長�

環境影響評価方法書の作成�
（環境影響評価の実施方法の案）�

環境影響評価の実施�

フォローアップ（事業着手後の調査等）�

知事・市町�
村 長 意 見 �

環 境 保 全 の �
見地からの意見�

知事・市町�
村 長 意 見 �

評価書を許認可等�
権者へ送付�

環 境 保 全 の �
見地からの意見�

s許認可等へ反映�

環 境 影 響 �
評 価 の �
方法書手続き�

環 境 影 響 �
評価準備書
及び評価書の�
手 続 き�
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2 その他の共通的基盤的施策
11．．環環境境保保全全資資金金融融資資制制度度
公害防止施設の設備・改善をはじめ，環境保全のための

経費について長期低利の融資制度によって資金的援助を行

い，環境への負荷の低減を図るための取組の促進を図って

います。

22．．調調査査研研究究・・技技術術開開発発のの推推進進
保健環境センターをはじめとする県の各試験研究機関で

は，大気汚染，水質汚濁，騒音，振動など環境に関する測

定や検査・分析，環境保全技術や健康影響，農業技術，環

境にやさしい技術の開発などに取り組んでいます。

33．．環環境境監監視視・・環環境境情情報報シシスステテムムにによよるる常常
時時監監視視等等のの実実施施

大気汚染，水質汚濁，県内の工場からの汚染物質排出量

など，環境に関するさまざまな情報を収集・蓄積し，行政

計画の策定や環境影響評価の実施等を支援するため，大気

汚染・水質汚濁に関する「監視システム」や，大気・水質

等に関する「情報管理システム」を逐次整備し，運用を図

っています。

44．．公公害害苦苦情情事事案案・・公公害害紛紛争争へへのの対対応応
県及び市町村は，公害に関する苦情について住民の相談

に応じ，苦情処理に必要な調査，指導及び助言等を行って

います。また，公害に係る紛争について，迅速かつ適正な

解決を図るため，広島県公害審査会において，あっせん，

調停及び仲裁を行っています。
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公害苦情事案の処理状況�

区　　　　分�

公
　
害
　
の
　
種
　
類�

12年度�11年度�

88.1�

93.6�

88.8�

90.4�

75.0�

85.8�

100.0�

�

75.8

1,433�

480�

334�

208�

12�

217�

3�

�

179

1,627�

513�

376�

230�

16�

235�

3�

�

236

13年度�

90.5�

94.3�

94.5�

94.1�

96.3�

90.2�

66.7�

�

75.2

1,480�

443�

342�

222�

26�

248�

2�

�

197

1,635�

470�

362�

236�

27�

275�

3�

�

262

89.0�

93.0�

91.0�

90.6�

86.2�

85.8�

100.0�

�

75.4

1,362�

454�

332�

213�

25�

194�

9�

�

135

1,531�

488�

365�

235�

29�

226�

9�

�

179

県環境対策室調べ�

解決率�
（％）�

解決�
件数�総数�解決率�

（％）�
解決�
件数�総数�解決率�

（％）�
解決�
件数�総数�

取 扱 件 数 �

大 気 汚 染 �

水 質 汚 濁 �

騒 音 �

振 動 �

悪 臭 �

土 壌 汚 染 �

地 盤 沈 下 �

そ の 他 �

制度の�
名　称�

内　　　　　　　　　容� 貸 付 限 度 額 �

環境保全資金融資制度�

環
境
保
全
資
金

融

資

制

度

�

設
備
資
金
貸
付
制
度
及

び
設
備
貸
与
制
度�

中小企業者の公害防止施
設や，地球環境の保全配
慮した施設・設備等に要
する資金の融資�

5,000万円�
ダイオキシン防止対策：�

8,000万円�
マネジメントシステム導入：�

2,000万円�













小規模企業者等設備導入
資金助成法に基づき，小
規模企業者等及び創業者
が経営基盤の強化を図る
ため，公害防止設備を導
入する場合の設備資金の
貸付・設備貸与�

�
◆設備資金貸付：�

4,000万円�
（所要資金の1／2以内）�
◆設 備 貸 与：�

6,000万円�

中
小
企
業
高
度
化

資
金
貸
付
制
度�

中小企業者が，協同組合
等を組織して，共同で公害
防止施設を設置する場合，
構造改善高度化事業とし
て貸付条件を優遇�

�
�

取得資金の80％以内�



県・市町村の環境行政組織�
¡県�

¡市町村�

局　　　　室　　　　名� 所　　　　　在　　　　　地� T　E　L

事　　務　　所　　名� 所　　　　　在　　　　　地� T　E　L

�

環 境 創 造 総 室 �
�

�

�

廃棄物対策総室�

環 境 政 策 室 �

環 境 対 策 室 �

環 境 調 整 室 �

自然環境保全室�

循環型社会推進室�

一般廃棄物対策室�

産業廃棄物対策室�

�

�

�

〒７３０-８５１１　広島市中区基町10-52

�

�

０８２－２２８－２１１１�

（代表）�

�

�

�

環　境　局�

〒７３８-０００４　廿日市市桜尾　2-2-68�

〒７３７-０８１１　呉市西中央　1-3-25�

〒７３１-０２２１　広島市安佐北区可部　4-12-1�

〒７３９-００１４　東広島市西条昭和町　13-10�

〒７２３-００１５　三原市円一町　2-4-1�

〒７２０-８５１１　福山市三吉町　1-1-1�

〒７２８-００１３　三次市十日市東　4-6-1�

〒730-0011　広島市中区基町　10-52�

〒737-0811　呉市西中央　1-3-25�

〒731-0221　広島市安佐北区可部　4-12-1�

〒739-0014　東広島市西条昭和町　13-10�

〒722-0002　尾道市古浜町  26-12�

〒720-0031　福山市三吉町　1-1-1�

〒728-0013　三次市十日市東　4-6-1�

〒727-0011　庄原市東本町　1-4-1�

〒734-0007  広島市南区皆実町  1-6-29

０８２９－３２－１１８１�

０８２３－２２－５４００�

０８２－８１４－３１８１�

０８２４－２２－６９１１�

０８４８－６４－２３２２�

０８４－９２１－１３１１�

０８２４－６３－５１８１�

０８２－２２８－２１１１�

０８２３－２２－５４００�

０８２－８１４－３１８１�

０８２４－２２－６９１１�

０８４８－２５－２０１１�

０８４－９２１－１３１１�

０８２４－６３－５１８１�

０８２４７－２－２０１５�

０８２－２５５－７１３１�

広島地域事務所 厚 生 環 境 局 環境管理課�

呉 地 域 事 務 所 厚 生 環 境 局 環境管理課�

芸北地域事務所 厚 生 環 境 局 環境管理課�

東広島地域事務所 厚 生 環 境 局 環境管理課�

尾三地域事務所 厚 生 環 境 局 環境管理課�

福山地域事務所 厚 生 環 境 局 環境管理課�

備北地域事務所 厚 生 環 境 局 環境管理課�

広島地域事務所 農　　林　　局 林務第一課�

呉 地 域 事 務 所 農　　林　　局 林務第一課�

芸北地域事務所 農　　林　　局 林務第一課�

東広島地域事務所 農　　林　　局 林　務　課�

尾三地域事務所 農　　林　　局 林　務　課�

福山地域事務所 農　　林　　局 林務第一課�

備北地域事務所 農　　林　　局 林　務　課�

　　　〃 農林局庄原支局 林務第一課  

市町村� 課　名� T　E　L

（平成１４年４月１日現在）�

保 健 環 境 セ ン タ ー�

生
活
環
境
・
廃
棄
物�

自
　
然
　
環
　
境�

広 島 市 �

呉 市 �

竹 原 市 �

三 原 市 �

尾 道 市 �

因 島 市 �

福 山 市 �

府 中 市 �

三 次 市 �

庄 原 市 �

大 竹 市 �

東 広 島 市 �

廿 日 市 市 �

府 中 町 �

海 田 町 �

熊 野 町 �

坂 町 �

江 田 島 町 �

音 戸 町 �

倉 橋 町 �

下 蒲 刈 町 �

蒲 刈 町 �

大 野 町 �

湯 来 町 �

佐 伯 町 �

吉 和 村 �

宮 島 町 �

能 美 町 �

沖 美 町 �

環境政策課�

環境政策課�

市民生活課�

環境管理課�

生活環境課�

健康対策課�

環境保全課�

保 健 課 �

ふれあい生活課�

市民生活課�

環境整備課�

環境衛生課�

環境政策課�

環境保全課�

保健センター�

生活環境課�

環境防災課�

住 民 課 �

環境衛生課�

生 活 課 �

住 民 課 �

住民福祉課�

環境対策課�

町 民 課 �

町 民 課 �

住民福祉課�

住 民 課 �

住 民 課 �

福祉保健課�

０８２－５０４－２２０３�

０８２３－２５－３３０１�

０８４６－２２－２２７０�

０８４８－６３－１２１０�

０８４８－２５－７１３２�

０８４５２－２－４５７５�

０８４－９２８－１０７２�

０８４７－４３－７１１６�

０８２４－６２－６１３６�

０８２４７－３－１１５４�

０８２７－５２－５２２４�

０８２４－２０－０９２６�

０８２９－２０－０００１�

０８２－２８６－３２４４�

０８２－８２３－４４１８�

０８２－８２０－５６０６�

０８２－８２０－１５０６�

０８２３－４２－１１１１�

０８２３－５２－１２４３�

０８２３－５３－２１０１�

０８２３－６５－２３１１�

０８２３－６６－１１１１�

０８２９－５５－２０００�

０８２９－８３－０１１１�

０８２９－７２－１１１２�

０８２９－７７－２１１１�

０８２９－４４－２００１�

０８２３－４５－２７１１�

０８２３－４８－０２１１�

市町村� 課　名� T　E　L

大 柿 町 �

加 計 町 �

筒 賀 村 �

戸 河 内 町 �

芸 北 町 �

大 朝 町 �

千 代 田 町 �

豊 平 町 �

吉 田 町 �

八 千 代 町 �

美 土 里 町 �

高 宮 町 �

甲 田 町 �

向 原 町 �

黒 瀬 町 �

福 富 町 �

豊 栄 町 �

大 和 町 �

河 内 町 �

本 郷 町 �

安 芸 津 町 �

安 浦 町 �

川 尻 町 �

豊 浜 町 �

豊 町 �

大 崎 町 �

東 野 町 �

木 江 町 �

瀬 戸 田 町 �

町民生活課�

住民生活課�

住民福祉課�

住民福祉課�

住民福祉課�

福祉保健課�

福祉保健課�

住 民 課 �

町 民 課 �

福祉保健課�

福祉保健課�

住 民 課 �

住 民 課 �

福 祉 課 �

生活環境課�

環境整備課�

町民生活課�

環境対策課�

福祉環境課�

町 民 課 �

福 祉 課 �

町 民 課 �

環境衛生課�

住 民 課 �

町 民 課 �

保健福祉課�

町 民 課 �

町 民 課 �

環境衛生課�

０８２３－５７－３０００�

０８２６２－２－１１１５�

０８２６３－２－２１２１�

０８２６２－８－２１１１�

０８２６３－５－０１１１�

０８２６－８２－２２１１�

０８２６－７２－２１１１�

０８２６－８３－１１２２�

０８２６－４２－５６１６�

０８２６－５２－２１１１�

０８２６－５４－０３１１�

０８２６－５７－０３１１�

０８２６－４５－４１１１�

０８２６－４６－３１１１�

０８２３－８２－０２０５�

０８２４－３５－２２１１�

０８２４－３２－２２１４�

０８４７３－３－０２２２�

０８２４－３７－２９０３�

０８４８－８６－１１１４�

０８４６－４５－１１００�

０８２３－８４－２２６９�

０８２３－８７－３３１３�

０８４６６－８－２２１１�

０８４６６－６－２１３１�

０８４６６－４－３５１０�

０８４６６－５－３１１１�

０８４６６－２－０３００�

０８４５２－７－０４５４�

市町村� 課　名� T　E　L

御 調 町 �

久 井 町 �

向 島 町 �

甲 山 町 �

世 羅 町 �

世 羅 西 町 �

内 海 町 �

沼 隈 町 �

神 辺 町 �

新 市 町 �

油 木 町 �

神 石 町 �

豊 松 村 �

（神）三和町�

上 下 町 �

総 領 町 �

甲 奴 町 �

君 田 村 �

布 野 村 �

作 木 村 �

吉 舎 町 �

三 良 坂 町 �

（双）三和町�

西 城 町 �

東 城 町 �

口 和 町 �

高 野 町 �

比 和 町 �

生活防災課�

生 活 課 �

環境保健課�

町 民 課 �

環境整備課�

環境整備課�

環境整備課�

都市企業課�

環境整備課�

保健福祉課�

住民福祉課�

福 祉 課 �

地域対策課�

福 祉 課 �

環境整備課�

健康福祉課�

住 民 課 �

医療保健センター�

住 民 課 �

福 祉 課 �

住 民 課 �

住 民 課 �

福祉保健課�

企画振興課�

環境整備課�

福祉保健課�

福祉保健課�

住 民 課 �

０８４８７－６－２９２５�

０８４７－３２－７１１２�

０８４８－４４－０１１０�

０８４７－２２－１１１１�

０８４７２－２－５３０１�

０８４７－３７－２１１１�

０８４９－８６－３１１１�

０８４－９８０－７７１３�

０８４９－６２－５０２７�

０８４７－５２－５５１１�

０８４７８－２－０２１１�

０８４７８－７－０２１１�

０８４７８－４－２２１５�

０８４７８－５－５１１４�

０８４７－６２－４１９９�

０８２４８８－３１１０�

０８４７－６７－２１２２�

０８２４－５３－２４９５�

０８２４－５４－２１１１�

０８２４－５５－２１１３�

０８２４－４３－３１１１�

０８２４－４４－３１１１�

０８２４－５２－３１１４�

０８２４８－２－２１２１�

０８４７７－２－５１４１�

０８２４８－９－７０７０�

０８２４８６－２４７７�

０８２４８５－３０００�
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